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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、企業の社会的責任を果たすとともに、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、経営の効率化を高めながら公正性、透明性を
確保し、また、ステークホルダーとの適切な関係を保ちながら、最適なコーポレート・ガバナンスの構築に努めることを基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

　2021年６月改訂版のコードに基づいて記載しております。

【補充原則１－２④　議決権電子行使プラットフォームの利用等】

　当社は、現在の株主構成及びコスト等を勘案し、「議決権の電子行使」を実施しておりません。今後、株主構成の変化を勘案し、検討を進めてま
いります。

【補充原則３－１②　英語での情報の開示・提供】

　当社は、現在のところ株主の海外投資家比率が低く、コスト等を勘案し、招集通知の英訳は実施しておりません。今後、株主構成の変化を勘案
し、検討を進めてまいります。

【補充原則４－１③　最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者計画】

　当社では、最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者の具体的な計画として規定したものはございませんが、取締役会における後継者選定の方針と
しては、人格及び識見ともに優れその職責を全うできる相応の人物を選定することを方針としております。この方針に従って、2021年６月に現社長
が就任しております。今後、後継者計画を策定・運用する場合には、取締役会が積極的に関与してまいります。

【補充原則４－２①　経営陣の報酬制度の設計】

　当社の取締役・経営陣の報酬は、本報告書の“「コーポレートガバナンス・コードに基づく開示」原則３－１（３）”に記載のとおりでございます。今
後、当社の持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能する報酬制度の設計・導入について検討を進めてまいります。

【補充原則４－３③　ＣＥＯを解任するための手続の確立】

　当社では、ＣＥＯ等解任の基準や要件は規定しておりませんが、万が一、法令・定款等への違反や、当社の企業価値を著しく棄損したと認められ
る場合、解任相当と考えられる事態が発生した場合は、独立社外取締役が参加する取締役会において、審議を尽くしたうえで、解任の決議をいた
します。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、独立社外取締役の独立性判断基準を策定しておりませんが、東京証券取引所が定める独立性基準に準拠しております。今後の事業環
境や当社の株主構成等も踏まえて、独自の判断基準の策定を検討してまいります。

【補充原則４－10①　独立した指名委員会・報酬委員会等の設置】

　当社は、独立社外取締役２名を選任しており、企業経営者としての専門的な知識と豊富な経験を活かして取締役会や各取締役へ意見を述べる
とともに、必要に応じて助言を行っております。独立した委員会は設置しておりませんが、現時点では、取締役会の場において、指名や報酬等の
特に重要な事項に関する検討に当たり、独立社外取締役から適切な関与・助言を得られていると考えております。

【原則４－11　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、取締役５名で構成され、うち２名が独立社外取締役となっております。規模及び職歴の多様性については適正であると認識
しておりますが、ジェンダーや国際性、年齢の面を含む多様性に関しては十分に確保されている状況とは言えません。ジェンダー・国際性・年齢の
多様性の確保という視点からの取締役候補者の選定につきましては、内外の情勢の変化を見定めて、今後、検討を進めてまいります。

【補充原則４－11①　各取締役の多様性に関する考え方】

　当社の取締役の多様性については、職歴や経験、専門性のバランスを考慮しております。なお、ジェンダー、国際性、年齢に関する考え方につき
ましては、今後、検討を進めてまいります。

　取締役会は５名で構成され、うち２名は社外取締役であります。５名の各取締役の知識・経験・能力は、「取締役のスキル・マトリックス」に示した
とおりであります。また、事業環境の変化に柔軟に対応し、かつ責任の明確化を図ることを目的に、取締役の任期を１年としております。各取締役
の他社での経営経験等の略歴につきましては、当社の株主総会招集通知の株主総会参考書類に記載し、当社のＷＥＢサイトで開示しておりま
す。

　 (https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/news/auto_20260529554228/pdfFile.pdf）



【取締役のスキル・マトリックス】
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【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

（１）政策保有に関する方針

　当社の継続的な成長のためには、安定受注先の確保・拡大が重要であり、工事案件の安定受注に資する場合において、個別銘柄を政策保有
することを方針としております。

（２）政策保有株式にかかる検証の内容

　毎期５月の定時取締役会で、政策保有株式の残高及び同先からの受注・売上状況等を確認することにより、政策保有を継続することの妥当性
についての検証を実施しております。なお、保有する株式数・貸借対照表計上額等については、有価証券報告書のP－38【株式の保有状況】で開
示しております。

（３）政策保有株式にかかる議決権行使基準

　当社が保有する政策保有株式の議決権行使は、投資先企業のガバナンス体制に問題がないこと、中長期的に企業価値の向上に資する内容で
あること、株主全体の利益が毀損されないこと等を判断基準としております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、関連当事者間の取引に関しては「関連当事者取引管理規程」に基づき、適切に牽制しております。本規程により、新規取引においては
取引の開始時において、関連当事者取引に該当するかを事前に確認し、該当する場合は取締役会の承認を条件としております。また、年度末時
点で継続している関連当事者取引の状況については、その取引の合理性と妥当性について、事業年度の最初の取締役会で、監査役の意見を求
め、継続の可否を決定しております。

【補充原則２－４①　中核人材の登用等における多様性の確保】

＜多様性の確保についての考え方＞

（１）女性の管理職への登用

　女性を管理職に登用することは、単に女性を戦力に加えるだけでなく、優秀な人財の確保や多様な人財を受け入れる企業風土を醸成し、当社の
組織力の強化に資すると考えており、今後、積極的に管理職登用の候補者を育成し、現状より増加させることを目標としております。

（２）外国人の管理職への登用

　当社は、海外への事業展開は実施していないことから、外国人に焦点を当てた採用活動は行っておりませんが、優秀な人財を確保する観点か
ら、人種・国籍によらず、採用・登用は実施していきたいと考えております。なお、現在２名の外国人が派遣社員として常勤しております。

（３）中途採用者の管理職への登用

　当社は、前職で積んだ経験・実績・知識・資格を考慮し、力量を有する中途採用者は管理職として登用しており、今後も維持・継続することを目標
としております。

（４）その他の事項（多様性の確保についての総論的な考え方）

　当社は、多様な人財を登用するために、性別・国籍・年齢・障害の有無にかかわらず、能力・力量を重視し、人財を受け入れております。具体的
には定年延長、嘱託・委任・派遣等の雇用形態の多様化、高齢者の積極的活用、障害者の雇用、子育ての支援等の雇用環境の整備に注力して
おります。

＜多様性の確保の状況＞

（１）女性の管理職への登用

　現在、執行役員を除く管理職は15名であり、このうち１名が女性管理職となっております。

（２）外国人の管理職への登用

　現在、外国人の管理職はおりません。

（３）中途採用者の管理職への登用

　現在、管理職は、ほぼ全員が中途採用者となっております。

（４）その他の事項

　特になし



＜多様性の確保に向けた人財育成方針、社内環境整備方針、その状況＞

　当社は、社内で施工計画書・施工図等を作成しており、女性の技術者もその業務に従事しております。将来的には、工事現場への理解を深めた
女性管理者の育成を目指しております。また、工事現場では、外国人も作業に従事していることから、外国語の手順書を作成し教育していることに
加えて、スマートフォンの自動翻訳アプリケーションを導入し、日本語でのコミュニケーションが困難な場合でも意思疎通できる環境を整備しており
ます。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社には、現在、企業年金の制度がございません。

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）企業理念、経営理念、中期経営計画

　当社の企業理念は“「子供たちに何が残せるか」を常に考え、明日のために今日できることを実行し、社業を通じて「人にやさしい環境づくり」に貢
献します。”であります。また、経営理念及び中期経営計画（TANAKEN “Vision　NEXT　10” Secondary　Phase）は、当社のＷＥＢサイトに開示して

おります。

(https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/library/plan/main/0/teaserItems1/0/linkList/01/link/20260508_Secondary.pdf)

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の“「Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構
成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」”に示すとおりでございます。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社の役員報酬は、役位に応じて定められた報酬に手当を加算して支給額を決定しております。また、報酬総額は、株主総会で決定された報酬
限度額の範囲内及び年度経営計画により承認された年間支払予定額の範囲内で、取締役会の一任決議に基づき、代表取締役社長が個々の役
員の職責及び実績を勘案し決定しております。なお、詳細は、本報告書の“「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他の
コーポレート・ガバナンス体制の状況」の「１．機関構成・組織運営等に係る事項」【取締役報酬関係】”で開示しております。

（４）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　役員の選任に関しては、「役員規程」に従い、取締役会が候補者を推薦し、株主総会の決議で選任されます。なお、役員は、法令で定める要件
を備え、人格及び識見ともに優れその職責を全うすることのできる者とし、下記を判断基準としております。

・役員としての職務について、法的及び経営的に正しく理解する力があること。

・全社的観点から物事を判断できること。

・問題解決能力があること。

・統率力があること。

・責任感があること。

・その他役員として必要と思われる要件を満たしていること。

（５）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名理由

　当社は、取締役・監査役候補者の略歴を毎期の株主総会招集通知の株主総会参考書類に記載し、当社WEBサイトに開示しております。

（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/news/auto_20260529554228/pdfFile.pdf）

【補充原則３－１③　自社のサステナビリティについての取組み】

　当社のサステナビリティへの取組は、「サステナビリティへの取組について」として、当社のＷＥＢサイトに開示しております。

（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/management/sustainability.html）

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲】

　当社の取締役会は法令、定款及び社内規程に従い、株主総会決議による授権範囲内において、経営に関する重要事項の決定を行っておりま
す。また、業務執行会は「職務分掌規程」に従い、執行役員によって構成されており、業務執行に関し、社内規程で定められた事項や情報共有が
必要な事項に関して報告・協議するとともに、「決裁規程」に基づき業務執行に係る議案を協議・決裁し、その結果を取締役会に報告しております。

【補充原則４－11①　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社は、取締役会の実効性を確保するため、執行役員制度を導入し、経営監督機能と業務執行機能を分離することで、法の順守、透明性の高
い経営、迅速かつ適切な意思決定の実現を担保しております。

　なお、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランスは、Ｐ－１の【補充原則４－11①　各取締役の多様性に関する考え方】に記載した通り
でございます。

【補充原則４－11②　取締役及び監査役の兼任状況】

　取締役及び監査役は、当社の取締役会及び監査役会への出席のための十分な時間を確保しており、いずれも出席率は良好でございます。な
お、取締役及び監査役の兼任状況は、毎期、当社の株主総会招集通知の事業報告及び株主総会参考書類に記載し、ＷＥＢサイトで開示しており
ます。

（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/news/auto_20260529554228/pdfFile.pdf）

【補充原則４－11③　取締役会全体の実効性 】

　取締役会の実効性評価については、期初に実施し、その結果を「取締役会の実効性の分析・評価結果の概要」等として、当社ＷＥＢサイト等に開
示しております。

（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/management/jikkouseihyouka.html）

【補充原則４－14②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役・監査役がその職責を全うするために、必要な業務・財務・法令等に関する知識の取得を費用面から支援しております。なお、常
勤監査役は、公益社団法人日本監査役協会の会員として、同協会が主催する監査に関する研修に参加するとともに、最新情報を継続的に取得し
ております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主との建設的な対話を促進するためにコーポレート本部経営企画部をＩＲ担当部署としており、金融機関や機関投資家を対象とした決



算説明会を年１回実施しております。また、当社ＷＥＢサイトの投資家情報（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir.html）に随時、決算説明資料等
のＩＲ関連情報を開示しております。さらに、個別の投資家からの対話の申込につきましては、合理的な範囲で前向きに対応しております。また、対
話において把握した株主の意見等は、必要に応じてＩＲ担当部署を統括する役員から取締役会に報告し対応しております。対話に際しては、当社
の「適時開示マニュアル」に従って、インサイダー情報等の重要情報を伝達しないこととしております。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応は、本報告書の“資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応”に記載のとおり

でございます。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年7月1日

該当項目に関する説明

１．現状分析

　当社のROE(自己資本利益率)については、2018年の上場以来、概ね15％以上を維持しております。一方、当社の株主資本コストは7％程度と認
識しており、ROEはこれを十分に上回っている状況にあります。また、PBRは上場来1.0以上を維持していることに加えて、配当性向は30％以上を
継続しております。

　ただし、PERにつきましては、直近で10倍を下回っており、スタンダート市場の建設業の平均12.5倍（2026年３月末）と比較すると、やや低い水準
にあります。

　以上のことから、ROEは現状の水準を維持しつつ、株価を向上させるための施策を計画的に実施することが重要と考えております。具体的に
は、持続的な成長の実現に向けた知的財産・無形資産の創出につながる人的資本への投資及び技術開発への投資を中心とした経営資源の適
正配分を実現していくことと考えております。

２．計画の概要

（１）成長投資

　主な投資対象としては、人財、解体技術、社内ITインフラ、ブランド等の知的資本・無形資本であり、これらに対して投資することで企業価値を向
上させてまいります。

①人財については、人財採用を強化するとともに、モチベーションを重視した人事システムの充実、人財育成及び福利厚生を含め社員の待遇改
善に関する投資を実施します。

②技術については、年々大型化している工事案件に対応するため、安全で効率的な解体工法の開発及び特許戦略充実のための投資を実施しま
す。

③社内ITインフラについては、営業管理システムの機能を強化し、リピート案件を受注獲得するとともに、元請率を向上させることにあります。ま
た、電子化推進による業務の効率化及び工事原価管理の精緻化についても重要事項と考えております。

（２）資本政策

①当社の自己資本比率は76.6%（前期末）であり、財務状況は健全な状態です。内部留保の使途は、大型元請工事の立替金となっております。剰
余金に関しては、安定的・継続的な株主への利益還元として、配当性向30%以上継続することを計画しております。なお、2026年までの３年間の配
当は、80円、110円、110円（2025年、2026年は株式２分割のため55円/株を調整）となっております。

②当社のPERが低い理由の一つとして、市場流動性が十分でないことから市場原理に沿った株価の形成が十分になされていないことが考えられ
ます。これに関しては、株式の分売等により、流通株式比率を向上させ、引き続き市場流動性の改善を実現することが重要と考えております。

（３）ＩＲ活動

　今期は新中期経営計画の初年度であることから、WEBサイトにおいて、投資家に向けて今後３年間の中期経営計画を開示しました。引き続き、
中長期的な企業価値向上の実現に向けての具体的な取組について開示することで、当社への理解の促進につなげてまいります。

３．取組の実行及び評価

　取組を実行した結果の評価に関しては、株主資本コストを上回る資本収益率の継続的実現及び収益に見合った市場株価形成を継続的にモニタ
リングすることが重要と考えております。

　具体的には、決算時点のモニタリング項目（KPI）として、株主資本コスト、ROE、株価、PER、PBR、配当性向、自己資本比率を継続して分析・評
価しております。さらに、その結果を検証し、新たな施策を経営計画に反映させ実行してまいります。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

スリーハンドレッドホールディングス株式会社 5,180,800 59.56

富士倉庫運輸株式会社 222,800 2.56

田中　俊昭 222,400 2.56

大栄不動産株式会社 132,000 1.52

吉岡　和利 115,000 1.32

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 112,400 1.29

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 99,200 1.14

鈴木　徹 91,800 1.06

田中　俊恒 88,800 1.02

松野　洋子 88,800 1.02

支配株主（親会社を除く）の有無 スリーハンドレッドホールディングス株式会社

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当該支配株主と取引を行う場合には、関連当事者取引管理規程等に基づき、取引の合理性（事業上の必要性）と取引条件の妥当性を十分に検
討してまいります。また、独立役員や監査役に対して意見を求め、取締役会の承認を得たうえで取引を行うことで、少数株主やその他の一般取引
先に不利益が生じないように配慮いたします。なお、補充原則４－８③が規定する支配株主からの独立性を有する独立社外取締役に関しては、当
社の全取締役５名のうち、２名を独立社外取締役として選任しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中目　隆夫 他の会社の出身者 △

鈴木　和宏 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中目　隆夫 ○

1999年に株式会社あさひ銀行（現株式会
社りそな銀行）飯能支店長に就任、2002
年に株式会社丸広百貨店の常勤監査役
に就任、2005年から2021年まで同社の取
締役、常務取締役、専務取締役、副社
長、顧問を歴任しました。なお、当社は、
株式会社りそな銀行及び株式会社丸広百
貨店との間で工事の請負実績はあるもの
の、当社の意思決定に影響を与えるよう
な規模ではありません。

株式会社あさひ銀行（現株式会社りそな銀行）
での支店経営並びに監査業務、株式会社丸広
百貨店での経営による豊富な経験と幅広い見
識等を生かして、当社に対して公正で客観的な
経営の監督を遂行する人財として選任しており
ます。なお、当社と同氏の間には、当社の意思
決定に影響を与えるような取引はなく、東京証
券取引所が定める一般株主と利益相反の生じ
るおそれがあるとされる事項に該当していない
ことから、独立役員として的確であると判断して
おります。



鈴木　和宏 ○
これまでに、当社との関係は特段ありませ
ん。

1976年に東京地方検察庁検事任官後、東京地
方検察庁検事正、広島高等検察庁検事長、福
岡高等検察庁検事長等を歴任、その後、一般
企業の社外監査役、社外取締役を歴任しまし
た。企業経営におけるリスク管理及び法務分野
での豊富な経験と幅広い見識等を生かして、当
社に対し公正で客観的な経営の監督を遂行す
る人財として選任しております。なお、当社と同
氏の間には、当社の意思決定に影響を与える
ような取引はなく、東京証券取引所が定める一
般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされ
る事項に該当していないことから、独立役員と
して的確であると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役、内部監査室の連携については、毎月ミーティングを実施する等、随時情報共有し、意見交換を図っております。

　また、監査役、会計監査人、内部監査室の連携については、四半期毎に三様監査連絡会を実施することによって情報交換、意見交換を図って
おります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

西池　勉 他の会社の出身者 △

矢内　訓光 他の会社の出身者

中満　祐二 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者



g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西池　勉 　

2009年に中央三井信託銀行株式会社（現
三井住友信託銀行株式会社）の内部監査
部主席業務監査役に就任し、その後2023
年まで同銀行の内部監査部主管を歴任し
ました。なお、当社は、同銀行と取引はあ
りますが、メインバンクではなく、当社の意
思決定に影響を与えるような規模ではあり
ません。

中央三井信託銀行株式会社（現三井住友信託
銀行株式会社）での監査業務による豊富な経
験、財務・会計・コンプライアンス面に関する相
当程度の知見を有している人財として社外監
査役に選任しております。なお、当社と同氏の
間には、当社の意思決定に影響を与えるような
取引はなく、独立性を有しているものと判断し
ておりますが、常勤監査役であることから独立
役員として選任しておりません。

矢内　訓光 ○
これまでに、当社との関係は特段ありませ
ん。

1981年に昭和監査法人（現EY新日本有限責任
監査法人）へ入所後、30年以上に亘り会計監
査業務に従事した経歴があります。また、一般
企業の社外監査役を歴任しており、財務会計
に関する高度の知見を有している人財として監
査役に選任しております。なお、当社と同氏の
間には、当社の意思決定に影響を与えるような
取引はなく、東京証券取引所が定める一般株
主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事
項に該当していないことから、独立役員として
的確であると判断しております。

中満　祐二 ○

2011年に五洋建設株式会社の執行役員
に就任し、その後2020年まで同社の取締
役執行役員、取締役常務執行役員、取締
役専務執行役員を歴任しました。当社は、
五洋建設株式会社との間で工事の請負
実績はあるものの、当社の意思決定に影
響を与えるような規模ではありません。

五洋建設株式会社の経営による豊富な経験と
幅広い見識を有している人財として、当社の監
査役に選任しております。なお、当社と同氏の
間には、当社の意思決定に影響を与えるような
取引はなく、東京証券取引所が定める一般株
主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事
項に該当していないことから、独立役員として
的確であると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

－

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬額の総額が１億円以上であるものが存在しないため、開示しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会で定めております。その概要は、取締役の報酬は月例の基本報酬とし、
役位に応じて定められた報酬に手当てを加算して支給額を決定しております。

　また、取締役の報酬総額は、株主総会で決定された報酬限度額の範囲内で、取締役会の一任決議に基づき、各取締役の職務実績を総合的に
把握している代表取締役社長執行役員中尾安志が個々の役員の職責及び実績を勘案し決定しております。

　当事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容は、上記概要に基づき決定されており、当該決定方針に沿うものであると取締役会が判断
しております。

　また、監査役の報酬等については、株主総会で決定された報酬限度額の範囲内で監査役の協議の上、決定しております。

　(注) １．取締役の報酬総額は、2018年６月25日開催の第37回定時株主総会において、200百万円以内とし、また、これには使用人兼務役員の使

用人分は報酬に含めないものとして決議しております。決議当時の取締役の員数は７名（うち、社外取締役は１名）であります。

　　　 ２．監査役の報酬総額は、2015年11月26日開催の第34回定時株主総会において、30百万円以内として決議しております。決議当時の監査

役の員数は３名（うち、社外監査役は３名）であります。

　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

区　分　　　　　　　　　　　　　　報酬等の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　報酬等の種類別の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　員　数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本報酬　　　ストックオプション　　　　　賞与　　　　　退職慰労金

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

取締役　　　　　　　　　　　　　　 94,563千円　　　　　　　　83,760千円　　 　　　　 ―　　　　　　　　　　―　　　　　　　10,803千円　　　　 　 ３名

(社外取締役を除く。）　　　　　　

　

監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　 ―　　　　　　　　　　　　　―　　　　 　　　 　 　―　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　 　―　　　　　　　 　―　

(社外監査役を除く。)　　　　　　

社外役員　　　　　　　　　　　　　28,825千円　　　　　　　　 27,420千円　　 　　　　―　　　　　　　　　　―　　　　 　　　1,405千円　　　　　 　５名

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（注）　１．取締役の報酬には、使用人分給与を含んではいません。

　　　　２．退職慰労金については、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額を記載しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役のサポートついては、コーポレート本部にて行っております。事前に取締役会の議事次第や資料を送付することで、
社外取締役及び社外監査役が十分な検討時間を確保するとともに、必要に応じて事前説明を行っております。



【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

田中　俊昭 名誉顧問 経営全般に対する指導・助言 非常勤、報酬有 2003/06/25 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、取締役会設置会社であり、かつ監査役会設置会社であります。また、執行役員制度を採用し、経営監督機能と業務執行機能を分離して
おります。当社の機関は以下のとおりであり、監査役会による経営監視機能を発揮させると同時に、社外取締役を選任することで、優れた知見に
基づき当社の中長期的な成長に資する有効な助言を得るとともに、監査役会とは別の視点から経営の監督を行うことで、より公正かつ透明性の
高いコーポレート・ガバナンス体制を構築できるものと考えております。

1. 取締役会

　当社の取締役会は、提出日現在５名により構成され、執行役員制度によって経営監督機能と業務執行機能を分離することで、法の順守、透明
性の高い経営、迅速かつ適切な意思決定に努めております。

　取締役会の議長は、代表取締役社長執行役員中尾安志が務め、中目隆夫及び鈴木和宏は社外取締役であります。各取締役は、事業環境の変
化に柔軟に対応し、かつ責任の明確化を図ることを目的にその任期を１年としております。取締役会では取締役会規程に基づき、経営方針その他
経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督しております。原則として月１回の定時取締役会を開催し、必要に応じて
臨時取締役会を開催しております。当該取締役会には、監査役３名も出席し、職務の執行状況について、法令・定款に違反しないかどうかのチェッ
クを行うとともに、必要に応じて意見を述べております。

　　取締役会規程に基づき、2025年度の取締役会は17回開催され、全取締役の出席率は98.8％、全監査役の出席率は100％でした。

２．監査役会及び監査役監査の状況

　当社は監査役会設置会社であり、提出日現在３名により構成され、３名はいずれも社外監査役であります。監査役会規程に基づき、取締役会に
出席するほか、常勤監査役は業務執行会等の重要会議にも出席しており、取締役の職務の執行全般を監査しております。監査役会は、毎月１回
開催しており、監査の方針、監査計画ほか重要事項を協議するとともに、監査役監査及び内部監査の内容を相互に共有しております。当社では
監査役の監査業務を補佐する専任のスタッフを特に配置しておりませんが、内部監査室が内部監査の実施状況を監査役に報告しております。

　2025年度の監査役会は14回開催され、監査役の出席率は100％でした。

3. 業務執行会

　業務執行会は、代表取締役社長執行役員中尾安志が議長を務めており、この他に専務執行役員１名、常務執行役員３名、上席執行役員２名、
執行役員５名の12名で構成されております。業務執行会は、業務執行に関する意思決定の迅速化・課題への早期対応力の強化を図るため、原則
毎月１回開催しており、業務執行に係る重要な事項、情報の共有が必要な事項に関して報告・協議するとともに、決裁規程に基づき業務執行に係
る議案を協議・決裁し結果を取締役会に報告しております。

4. 内部監査の状況

　当社の内部監査は、業務執行部門から独立した内部監査室（１名）にて、会計監査、内部統制監査、業務監査を実施しております。内部監査室
の実施する監査は、監査計画書を事前に取締役会に報告の上、年度を単位として年間で社内の全部門を監査するように計画し、実施しておりま
す。

　また、内部監査の実効性を確保するための取組としては、内部監査室長が年間内部監査計画を取締役会で報告し、内部監査の結果について
は３カ月ごとに監査役会へ報告しております。また、四半期ごとに、監査役、監査法人、内部監査室で構成される三様監査連絡会にて、相互連携
しております。

5．会計監査の状況

　当社の2025年度会計監査業務を執行した公認会計士は、小川明氏、香取隆道氏であり、ひびき監査法人に所属しております。継続監査期間と
しては2016年10月以降であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名であります。

6. コンプライアンス委員会

　コンプラインアンス委員会は、コンプライアンスに関する重要事項の決議、協議及び報告の場として、原則として毎年度四半期に１回開催してお
ります。同委員会の構成は、社長を委員長とし、取締役、各本部長、及び委員長の指名する従業員等としております。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　取締役会の機能強化のため、執行役員制度を採用し、経営監督機能と業務執行機能を分離しております。取締役会は、業務執行を監督すると
ともに、代表取締役社長、取締役の職務執行を監督しております。監査役会は独立した機関として取締役の職務の執行を監査する体制が、経営
の効率性と健全性を確保するうえで有効であると判断し、コーポレート・ガバナンス体制として監査役会設置会社制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の招集通知は、法定期限日よりも早期に発送するように努めてまいります。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会の開催日については、株主総会集中日を避け、より多くの株主が出席しやすい
日程を設定するよう努めてまいります。

電磁的方法による議決権の行使 今後、検討すべき事項と考えております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後、検討すべき事項と考えております。

招集通知（要約）の英文での提供 今後、検討すべき事項と考えております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーについては、当社ＷＥＢサイトの「投資家情報」の項
目に「IRポリシー」として定めており、開示しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
定期的な個人投資家向け説明会の開催につきましては、実施に向けて検討し
てまいります。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年５月に対面にて、アナリスト・機関投資家向けの説明会を開催しておりま
す。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現時点では具体的な検討は行っておりませんが、株主構成を考慮しながら、検
討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載
当社のWEBサイト内にIRサイトを設けており、決算説明会資料をはじめ当社のI
R資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IRに関する担当部署を社内に設置して、情報開示を実施しております（担当部
署　コーポレート本部経営企画部）。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、企業の社会的責任を果たすため、下記の企業理念及び経営理念に基づき、ス
テークホルダーの立場を尊重した経営を行ってまいります。

＜企業理念＞

　「子供たちに何が残せるか」を常に考え、明日のために今日できることを実行し、社業を
通じて「人にやさしい環境づくり」に貢献します。

＜経営理念＞

　TANAKENは、「思いやり・信頼・感謝」というキーワードを経営理念として大切にします。

「思いやり」

　TANAKENは、「環境への思いやり」「お客様への思いやり」「地域への思いやり」「社員及
び家族への思いやり」を大切にします。

「信頼」

　TANAKENは、「技術への信頼」「会社への信頼」「社員への信頼」を基に、お客様からの
揺るぎない信頼と評価を得ることを目指します。

「感謝」

　TANAKENは、「お客様への感謝」「家族、仲間への感謝」「仕事への感謝」を胸に刻み、社
会の発展に貢献します。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社は、環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を取得しており、下
記の内容を包含した環境方針に基づき行動し、環境保全活動を事業活動の一環として実
施しております。

①環境負荷の少ない解体工法を優先的に採用し、解体工事における環境負荷を低減させ
るように管理する。

②解体工事を通して、既存の建築物、構造物及び土壌等から、有害物質・汚染物質を除去
し、これらを適正に処理する。

③解体工事にて発生する建設廃材のリサイクルに努め、汚染を予防する。

　上記を活動の指針として業務を実施しております。

　なお、SDGs等の当社のサステナビリティに関する活動は、「サステナビリティへの取組に
ついて」として、当社ＷＥＢサイトに掲示しております。

（https://www.tanaken-1982.co.jp/ja/ir/management.html）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、ステークホルダーに対して適切に情報提供を実施するため、当社の「適時開示
マニュアル」に従い、当社の決定事実、発生事実、決算に関する情報、その他の適時開示
情報の発生時における適時開示の手続きを適切に実施しております。

　また、2018年に制定されたフェア・ディスクロージャー・ルール（金融商品取引法施行令）
に準拠した開示を実施するとともに、会社法、金融商品取引法、その他の法令及び株式会
社東京証券取引所の「有価証券上場規程」に定める「上場有価証券の発行者の会社情報
の適時開示等に関する規則」と照らし合わせ、適時に情報を開示してまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、会社業務に精通した取締役により、各種会議を通し経営課題の共有化を図るなかで業務を執行しております。経営監視機能としては、
監査役の独立性を高め牽制機能の充実を図っているほか、社外取締役を選任し取締役会の議論、決議に係ることにより内部統制システムの充
実を図っております。内部統制システムの整備の状況は、以下のとおりとなっております。

1. コンプライアンス体制の整備状況

　役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫理を果たすため「コンプライアンス行動規範」を定めております。こ
れを全役職員に周知徹底するとともに、コンプライアンス委員会の設置・開催、「コンプライアンス・マニュアル」の作成、弁護士等の専門家を交え
た研修の実施、内部通報制度の充実等の諸施策の実施により、体制を確保してまいります。

2．リスク管理体制の整備状況

　当社は、損失の危険の管理に関する規程として「リスク管理規程」を制定しております。全社的リスクを事前把握し対応することで、リスクの顕在
化の抑止に加え、リスクが顕在化した場合においても、会社損失の最小化を図り再発を防止することで、企業価値の保全に努めております。ま
た、万一、重大なリスクが顕在化した場合には「緊急事態対策要領」により、危機対策本部を設置し、これに速やかに対応する体制を確保しており
ます。

3. 情報管理体制の整備状況

　取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他の業務の執行状況を示す主要な文書は、これを適切に保存するものとし、「文書管理規程」、「情
報システム管理規程」に従い管理しております。

4. 職務の執行が効率的に行なわれるための体制の整備

　年度ごとの経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確にするとともに、業績への責任が明確化される組織体制を構築し、部門ごとの業



務目標を明確にしております。また、「職務分掌規程」、「業務分掌規程」、「決裁規程」、「稟議規程」を定め、意思決定プロセスを明確にすることに
より意思決定の迅速化を図るとともに、重要事項については業務執行会・取締役会等において慎重な意思決定を行っております。

5. 会計監査人

　会計監査人は、独立した立場から、期初に作成した監査計画に従って、会計監査・内部統制監査を適正に実施し、「半期レビュー結果報告」及び
「期末決算監査報告」等を当社に提出しております。また、監査役会・内部監査室とも適宜、情報交換・意見交換を行うほか、四半期毎に三様監査
連絡会で情報交換・意見交換を実施し、監査の有効性を高めております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは取引や利益供与等の一切の関係を遮断することを基本方針としており
ます。反社会的勢力に対する基本方針・対応方法は、「反社会的勢力対応規程」、「反社会的勢力対応マニュアル」に記載するとともに、社内研修
を通じて周知・徹底を図っております。また、取引業者と締結する工事下請負契約書、注文書、注文請書に条文化し当該団体との取引を排除する
とともに、万一反社会的勢力との間に問題が発生した場合には、法律の専門家や警察等と連携を図り、毅然とした対応をしてまいります。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社では、現在のところ買収防衛策の導入予定はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりです。



選任・解任

株 主 総 会

取締役会
取締役５名

（うち社外取締役２名）

監査役会
監査役３名

（うち社外監査役３名）
会計監査人

業務執行会

代表取締役
内部監査

コンプライアンス委員会

顧問弁護士

税理士法人
社会保険労務士

選任・解任 選任・解任

付議・報告

選定・解職
監督

付議・報告

付議・報告

指示 報告

連携 連携

会計監査

指導・助言

相談

指示

報告

指導・助言

連携

出席・意見

監査

監査･監査報告

監査報告

内部通報制度

監査

業務執行部門

管理部門 業務部門

牽制

教育・指導

【コーポレート・ガバナンス体制図】



経営企画部

取締役会決議予定

案件の取りまとめ

経営企画部

＜有価証券上場規程に
よる開示有無の確認＞

執行責任者
（代表取締役社長執行役員）

適時開示責任者

（コーポレート本部長）

取締役会

監査役会

開示有無に係

る意見陳述
情報開示

連絡

開示有無の

確認経過
及び結果報告

議案上程

＜緊急事態等の発生＞

各部署
情報開示

報告

適時開示責任者
（コーポレート本部長）
＜必要な情報・資料の収
集と事実関係の把握＞

執行責任者

（代表取締役社長執行役員）

＜有価証券上場規程に

よる開示有無の協議＞
監査役会

開示有無に係

る意見陳述

取締役会

開示有無に係

る意見陳述

【適時開示体制の概要図】

＜当社に係る決定事実・決算に関する情報等＞

＜当社に係る発生事実に関する情報等＞
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